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　（業務の予定量）

(1) 人
(2) ㎥
(3) ㎥
(4)   公共下水道建設改良事業（雨水整備）  千円

　　　　　　　　　　　　　　　      　   公共下水道建設改良事業（汚水整備） 千円

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

千円
 第１項　　　　　　　　　      　　　　　　 千円
 第２項　                                       千円
 第３項　                                               千円

千円
 第１項　                          千円
 第２項　                                千円
 第３項　　　　　　　　　　　　　　　　　  千円
 第４項　                              千円

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に不足する額
　1,397,044千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額97,414千円、過年度分損益勘定
　留保資金297,436千円及び当年度分損益勘定留保資金1,002,194千円で補てんするものとする。）。　　　　

　　第１款　                                           千円
 第１項　企業債 　　　　　　　　　　　　　　　　　 千円
 第２項  国庫補助金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 千円
 第３項　他会計負担金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 千円
 第４項　工事負担金　　　　　　　　　　　　　　　　　 千円
 第５項　水洗便所改造資金貸付金回収金　　　　　　　　　　　　 千円

　　第１款　                                        千円
 第１項　建設改良費　                                         千円
 第２項　企業債償還金　                                 千円
 第３項　貸付金                                   千円
 第４項　予備費 千円

1,510,896

10,000

1,163,826

1,080

570
支　　　　　　出

資 本 的 支 出 2,685,802

198,450
65,827
2,801

資 本 的 収 入 1,288,758
1,021,110

　（資本的収入及び支出）

収　　　　　　入

営業外費用      371,068
特別損失　　　　 1,501
予備費          10,000

　　第１款　                                      下 水 道 事 業 費 用 4,679,441
営業費用            4,296,872

営業外収益     1,169,628
特別利益   331

支　　　　　　出

　　第１款　　　　　　　　　　　　　　　　　　　下 水 道 事 業 収 益 4,240,971
営業収益　　　　　 3,071,012

 主要な建設改良事業 242,600
597,490

　（収益的収入及び支出）

収　　　　　　入

 年度末水洗化人口 222,541
 年間総処理水量　　　　　　　　 26,289,018
 一日平均処理水量　　　 72,025

議案第９号

令和８年度宝塚市下水道事業会計予算

　（総則）
第１条　令和８年度宝塚市下水道事業会計予算は、次に定めるところによる。

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。
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（債務負担行為）
第５条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

第６条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

第７条　一時借入金の限度額は、1,000,000千円と定める。

第８条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。
　

第９条　次に掲げる経費については、これらの経費の金額を、これらの経費のうち他の経費の金額に、若しくは
　これら以外の経費の金額に流用し、又はこれら以外の経費をこれらの経費の金額に流用する場合は、議会
　の議決を経なければならない。

千円
千円

第１０条　経営安定化のため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、393,751千円である。

　　令和８年（２０２６年）２月１３日提出

森　　臨　太　郎

   (2)  交際費　　　　　　　　　　　　　 　　　　 50

宝 塚 市 長

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

 　(1)  職員給与費　　　　　　　　　　　　　　　　 250,673

　（他会計からの補助金）

　（一時借入金）

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

   (1)　消費税及び地方消費税に不足が生じた場合における営業費用及び営業外費用間の流用

　（企業債）

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法

普通貸借
(証書借入)

又は
証券発行

他の地方公共
団体との共同
発行を含む。

下水道事業 1,021,110千円

8.0％以内
（ただし、利率見直し
方式で借り入れる政
府資金及び地方公共
団体金融機構資金に
ついて、利率の見直
しを行った後におい
ては、当該見直し後
の利率）

借入の日の翌日から、２年以内の据置
期間を含め30年以内に半年賦元金均
等その他の方法により償還する。
ただし、財政の都合により繰上償還を
行い、償還年限を短縮し、又は低利債
に借換をすることができるものとし、借
入先の融通条件があるときは、これに
従うことができる。

事　　項 期　　間 限　度　額

官民連携推進事業（ウォーターPPP）
令和９年度

～
令和１８年度

12,607,187千円

武庫川ポンプ場改築事業
令和９年度

～
令和１０年度

2,026,400千円

向月町浸水軽減対策事業
令和９年度

～
令和１０年度

1,010,000千円
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令和８年度  宝塚市下水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

収  入

款 項 目 予定額(千円) 備　　　　　考

1 下水道事業収益 4,240,971

1 営業収益 3,071,012

1 下 水 道 使 用 料 2,370,025 下水道使用料収益

2 雨 水 処 理 負 担 金 700,372 雨水処理に係る一般会計負担金

3 そ の 他 営 業 収 益 615 上記以外の営業収益

2 営業外収益 1,169,628

1 国 庫 補 助 金 30,450 計画策定業務等に係る補助金、雨水貯留槽設置補助金

2 他 会 計 負 担 金 60,329 その他一般会計負担金

3 他 会 計 補 助 金 393,751 汚水処理に係る一般会計補助金

4 長 期 前 受 金 戻 入 679,552 補助金等の減価償却見合い分

5 そ の 他 営 業 外 収 益 5,546 上記以外の営業外収益

3 特別利益 331

1 固 定 資 産 売 却 益 1 固定資産の売却益

2 過 年 度 損 益 修 正 益 330 前年度以前の損益の修正益

支  出

款 項 目 予定額(千円) 備　　　　　考

1 下水道事業費用 4,679,441

1 営業費用 4,296,872

1 管 渠 費 544,508 公共下水道施設の維持管理、修繕等に要する費用

2 ポ ン プ 場 費 22,318 武庫川ポンプ場、西田川ポンプ場等の維持管理に要する費用

3 水 質 管 理 費 20,837 排水の水質管理に要する費用

4 水 洗 化 促 進 費 42,174 水洗化促進に要する費用

5 流域下水道維持管理費負担金 1,284,161 流域下水道の維持管理について負担する費用

6 総 係 費 267,351 一般管理に要する費用

7 減 価 償 却 費 2,115,523 償却資産の減価償却費

2 営業外費用 371,068

1 支払利息及び企業債取扱諸費 231,068 企業債及び他会計借入金に係る支払利息

2 消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 110,000 納税予定額

3 そ の 他 営 業 外 費 用 30,000 上記以外の営業外費用

3 特別損失 1,501

1 固 定 資 産 売 却 損 1 固定資産の売却損

2 過 年 度 損 益 修 正 損 1,500 前年度以前の損益の修正損

4 予備費 10,000

1 予 備 費 10,000
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資本的収入及び支出

収  入

款 項 目 予定額(千円) 備　　　　　考

1 資本的収入 1,288,758

1 企業債 1,021,110

1 企 業 債 1,021,110 公共下水道企業債・流域下水道企業債及び資本費平準化債

2 国庫補助金 198,450

1 国 庫 補 助 金 198,450 公共下水道建設事業に係る国庫補助金

3 他会計負担金 65,827

1 他 会 計 負 担 金 65,827 公共下水道建設事業（雨水）等に係る一般会計負担金

4 工事負担金 2,801

1 工 事 負 担 金 2,801 受益者負担金等の収入

5 570

1 水洗便所改造資金貸付金回収金 570 水洗便所改造資金貸付金の回収金

支  出

款 項 目 予定額(千円) 備　　　　　考

1 資本的支出 2,685,802

1 建設改良費 1,163,826

1 公 共 下 水 道 整 備 費 920,839 公共下水道建設事業費

　 2 流 域 下 水 道 整 備 費 221,060 流域下水道建設事業費

3 受 益 者 負 担 金 事 務 経 費 10,250 受益者負担金事務に係る経費

4 固 定 資 産 購 入 費 11,677 監視システム用機械等

2 企業債償還金 1,510,896

1 企 業 債 償 還 金 1,510,896 企業債元金償還金

3 貸付金 1,080

1 貸 付 金 1,080 水洗便所改造資金貸付金

4 予備費 10,000

1 予 備 費 10,000

水洗便所改造資金貸付金回収金
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（千円）
1 業務活動によるキャッシュ・フロー

人件費支出 △ 155,353
流域下水道維持管理負担金支出 △ 1,194,270
流域下水道維持管理負担金精算による支出 △ 95,796
商品又はサービスの購入による支出 △ 592,146
下水道使用料収入 2,370,038
国庫補助金による収入 30,450
一般会計からの繰入金による収入 1,154,452
他会計からの負担金による収入 7,111
預り金の受取額 46,130
預り金の支払額 △ 46,130
その他の収入 6,465
その他の支出 △ 34,302
小計 1,496,649
利息の支払額 △ 229,806
業務活動によるキャッシュ・フロー 1,266,843

2 投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の取得による支出 △ 1,108,577
流域下水道建設改良負担金支出 △ 172,426
国庫補助金による収入 198,450
一般会計からの繰入金による収入 65,827
長期貸付金の返済による収入 570
長期貸付けによる支出 △ 1,080
工事負担金収入 2,801
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,014,435

3 財務活動によるキャッシュ・フロー
企業債による収入 970,054
企業債の償還による支出 △ 1,510,896
一時借入れによる収入 400,000
一時借入金の返済による支出 △ 400,000
財務活動によるキャッシュ・フロー △ 540,842

資金減少額 288,434
資金期首残高 302,229

資金期末残高 13,795

Ⅰ　資金の範囲
資金期末残高と予定貸借対照表に掲記されている現金預金は一致している。

令和８年度　宝塚市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

注記事項

（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）
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１　総括
　　（千円）

給　  　与 　　 費 法  定 退　職
給付費

2

2

5 13 938 66,440 43,005 110,383 25,080 8,810 12,210 5,000 161,483

0

1

0 9 0 40,390 28,730 69,120 14,160 5,910 0 0 89,190

2

3

5 22 938 106,830 71,735 179,503 39,240 14,720 12,210 5,000 250,673

3

2

5 14 562 72,020 46,140 118,722 26,750 9,360 12,770 5,000 172,602

0

1

0 6 0 26,940 21,090 48,030 9,600 3,850 0 0 61,480

3

3

5 20 562 98,960 67,230 166,752 36,350 13,210 12,770 5,000 234,082

△ 1

0

0 △ 1 376 △ 5,580 △ 3,135 △ 8,339 △ 1,670 △ 550 △ 560 0 △ 11,119

0

0

0 3 0 13,450 7,640 21,090 4,560 2,060 0 0 27,710

△ 1

0

0 2 376 7,870 4,505 12,751 2,890 1,510 △ 560 0 16,591

(注)一般職の職員数については、上段は短時間勤務職員数、中段は会計年度任用職員数、下段はそれ以外の職員数を計上。

（手当の内訳）
　　（千円）

特殊勤務 管理職特別
手    当 勤務手当

本 年 度 14,000 4,310 6,510 21,663 18,232 2,040 100 750 1,640 40 2,450 71,735

前 年 度 15,000 3,610 6,210 19,005 15,965 2,180 100 1,500 1,320 60 2,280 67,230

比   較 △ 1,000 700 300 2,658 2,267 △ 140 0 △ 750 320 △ 20 170 4,505

資本勘定
支弁職員

手 当給 料

損益勘定
支弁職員

資本勘定
支弁職員

損益勘定
支弁職員

資本勘定
支弁職員

特別職

勤勉手当 通勤手当 住居手当時間外手当

合  計
福利費報 酬

引　当　金

賞 与

給　与　費　明　細　書

区    分 地域手当 扶養手当 管理職手当 児童手当 合  計

合　計

退職給付

期末手当

合　計

計一般職

本
年
度

前
年
度

比
 
 

較

合　計

区   分
職員数（人）

損益勘定
支弁職員
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２　給料及び手当の増減額の明細

給 料 7,870 給与改定に伴う増減分 2,930 前年度給与改定に伴う増減分 2,930

昇給に伴う増加分 1,753 前年度昇給に伴う増加分 1,126

本年度昇給に伴う増加分 627

その他の増減分 3,187 職員構成の変動に伴う増減分等 3,187

手 当 4,505 制度改正に伴う増減分 429 前年度給与改定に伴う増減分 429

その他の増減分 4,076 職員構成の変動に伴う増減分等 4,076

備　　　考区 分
増減額
(千円）

増 減 事 由 別 内 訳（千円） 説　　 　明（千円）
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(3)　級別職員数

職員数 構成比 職員数 構成比 職員数 構成比 職員数 構成比 職員数 構成比 職員数 構成比

（人） （％） （人） （％） （人） （％） （人） （％） （人） （％） （人） （％）

(0) (0.0) (0) (0.0) (0) (0.0) (0) (0.0)

0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0

(0) (0.0) (0) (0.0) (0) (0.0) (0) (0.0)

0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0

(0) (0.0) (0) (0.0) (0) (0.0) (0) (0.0)

0 0.0 1 25.0 1 6.2 1 6.7

(0) (0.0) (0) (0.0) (0) (0.0) (0) (0.0) (0) (0.0) (0) (0.0)

1 20.0 1 25.0 8 50.0 7 46.6 0 0.0 0 0.0

(0) (0.0) (0) (0.0) (0) (0.0) (0) (0.0) (0) (0.0) (0) (0.0)

4 80.0 2 50.0 3 18.8 3 20.0 1 100.0 0 0.0

(0) (100.0) (1) (100.0) (2) (100.0) (2) (100.0) (0) (0.0) (0) (0.0)

0 0.0 0 0.0 4 25.0 3 20.0 0 0.0 0 0.0

(0) (0.0) (0) (0.0) (0) (0.0) (0) (0.0) (0) (0.0) (0) (0.0)

0 0.0 0 0.0 0 0.0 1 6.7 0 0.0 0 0.0

(0) (100.0) (1) (100.0) (2) (100.0) (3) (100.0) (0) (0.0) (0) (0.0)

5 100.0 4 100.0 16 100.0 15 100.0 1 100.0 0 0.0

 （注）　　（　）内は短時間勤務職員数　（別掲）

令和7年1月1日
区分

事   　務   　職

6級

5級

令和7年1月1日 令和8年1月1日

7級

技   　術   　職 技　能　労　務　職

計

令和8年1月1日 令和7年1月1日 令和8年1月1日

4級

3級

2級

1級
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合　　計 事務職 技術職 技能労務職

22 5 16 1

16 4 11 1

 1号給  (人)

 2号給  (人)

 3号給  (人)

  4号給  (人) 15 4 11

 5号給  (人)

 6号給  (人)

 7号給  (人)

 8号給  (人) 1 1

72.7 80.0 68.8 100.0

19 4 15 0

17 3 14 0

 1号給  (人) 1 1

 2号給  (人)

 3号給  (人)

 4号給  (人) 15 3 12

 5号給  (人)

 6号給  (人)

 7号給  (人)

 8号給  (人) 1 1

89.5 75.0 93.3 -

(4) 昇給

区　　　　　　　　　　分

 職　　員　　数   (A) (人)

 昇給に係る職員数 (B) (人)

本
　
年
　
度

 比     率   (B)/(A)  (％)

前
　
年
　
度

号 給 数 内 訳

 比     率   (B)/(A)  (％)

 職　　員　　数   (A) (人)

 昇給に係る職員数 (B) (人)

号 給 数 内 訳
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(6) 期末手当・勤勉手当

支 給 期 別 支 給 率 支 給 率 計

6月(月分) 12月(月分) （月分）

(1.225) (1.225) (2.45)

2.325 2.325 4.65

(1.2) (1.2) (2.4)

2.3 2.3 4.6

(1.225) (1.225) (2.45)

2.325 2.325 4.65

　 　 (注)  （　）内は短時間勤務職員の標準的な支給率

備　    考

本 　年  度

前 　年 　度

一般会計の制度

有

有

有

区     　分
職制上の段階、

職務の級等
による加算措置

(7) 定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度 そ の 他 の
（月分） （月分） （月分） （月分） 加算措置等

定年前早期退職

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709 特例措置

(3～30 %加算)

一般会計
の制度 同　上 同　上 同　上 同　上 同　上

（支給率等）

区  　分

(8) その他の手当

区　　分 一般会計の制度との異同 差　異　の　内　容

扶　養　手　当 同 －

　地　域　手　当　 同 －

住　居　手　当 同 －

通　勤　手　当 同 －
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（千円）

期間 金額 期間 金額
企業債及び
国庫補助金

損益勘定
留保資金等

官民連携推進事業（ウォーターPPP） 12,607,187
令和９年度

～
令和１８年度

12,607,187 5,875,953 6,731,234

武庫川ポンプ場改築事業 2,026,400
令和９年度

～
令和１０年度

2,026,400 2,026,300 100

向月町浸水軽減対策事業 1,010,000
令和９年度

～
令和１０年度

1,010,000 1,010,000

兵庫東流域汚泥処理事業負担金 2,202,606
平成１５年度

～
令和７年度

979,334
令和８年度

～
令和３７年度

1,223,271 1,223,271

武庫川下流流域下水道計画にもとづく
汚水の流送ならびに終末処理事務の委
託に要する経費（兵庫東流域汚泥処理
事業負担金を除く）

猪名川流域下水道計画にもとづく汚水
の流送ならびに終末処理事務の委託に
要する経費

この計画にもとづく用地及び施設費の額ならびに汚水の流送および終末処理に要する額

この計画にもとづく用地及び施設費の額ならびに汚水の流送および終末処理に要する額

債 務 負 担 行 為 に関 す る 調 書

事　　　　項 限度額

左の財源内訳
前年度末までの支払義務

発生　（見込）　額
当該年度以降の支払義務

発生予定額

継続費に関する調書
（千円）

国庫補助
金

企業債
損益勘定留
保資金等

令和７ 24,000 12,000 0 12,000 18,216 18,216 0 60.7%
逓次繰越
5,784

令和８ 6,000 3,000 0 3,000 11,784 11,784 0 39.3%

計 30,000 15,000 0 15,000 0 18,216 11,784 30,000 0 100.0%

継続費
の総額
に対す
る進捗

率

備考
年度 年割額

左の財源内訳

全　体　計　画
前前年
度末ま
での支
払義務
発生額

前年度
末まで
の支払
義務発
生（見
込)額

下水道
事業費
用

官民連携導
入アドバイ
ザリー事業

当該年
度支払
義務発
生予定

額

当該年
度末ま
での支
払義務
発生予
定額

翌年度
以降の
支払義
務発生
予定額

款 項 事業名

営業
費用
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（千円）
資　産　の　部

１
（1）

ァ 土 地 23,769,128
ィ 建 物 64,487

減 価 償 却 累 計 額 △ 55,115 9,372
ゥ 構 築 物 84,090,357

減 価 償 却 累 計 額 △ 44,178,412 39,911,945
ェ 機 械 及 び 装 置 707,329

減 価 償 却 累 計 額 △ 564,420 142,909
ォ 工 具 器 具 及 び 備 品 7,476

減 価 償 却 累 計 額 △ 4,529 2,947
ヵ 建 設 仮 勘 定 585,242

64,421,543
（2）

ァ 施 設 利 用 権 4,780,043
ィ 電 話 加 入 権 2,664
ゥ そ の 他 無 形 固 定 資 産 44,969

4,827,676
（3）

ァ 出 資 金 9,133
ィ 貸 付 金 1,020

10,153
69,259,372

２
（1） 13,795
（2） 391,085
　 △ 2,000 389,085
（3） 30,000

432,880
69,692,252

負　債　の　部
３

（1） 11,656,467
（2） 1,570,000
（3） 23,632
（4） 191,468

13,441,567
４

（1） 1,519,605
（2） 242,589
（3） 6,693
（4） 3,295
（5） 16,710

1,788,892
５

（1） 30,469,747
△ 16,476,386

13,993,361
29,223,820

資　本　の　部
６

（1） 24,976,030
24,976,030

７
（1）

ァ 受 贈 財 産 評 価 額 13,076,499
ィ 国 庫 補 助 金 87,379
ゥ そ の 他 資 本 剰 余 金 59,478

13,223,356
（2）

ァ 当年度未処分利益剰余金 2,269,046
2,269,046

15,492,402
40,468,432
69,692,252

（令和９年３月３１日）

剰 余 金 合 計

負 債 資 本 合 計
資 本 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

固 定 資 産 合 計

負 債 合 計

資 産 合 計

資 本 金 合 計

未 払 金

流 動 負 債

固 定 負 債
企 業 債

退 職 給 付 引 当 金
長 期 未 払 金
他 会 計 借 入 金

企 業 債

固 定 負 債 合 計

固 定 資 産

現 金 預 金

令和８年度 宝塚市下水道事業予定貸借対照表

無 形 固 定 資 産

投 資

前 払 金
貸 倒 引 当 金

有 形 固 定 資 産

未 収 金

流 動 資 産

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産 合 計

投 資 合 計

流 動 資 産 合 計

利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金

資 本 金

長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額

資 本 金

剰 余 金

繰 延 収 益 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

未 払 費 用

繰 延 収 益

賞 与 引 当 金
預 り 金

流 動 負 債 合 計
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注記事項

Ⅰ　重要な会計方針

１　固定資産の減価償却の方法

（１）　有形固定資産

・減価償却の方法　　 定額法

・主な耐用年数 構築物　　　　　 ２０年～５０年

機械及び装置　　５年～２３年

（２）　無形固定資産

・減価償却の方法　　 定額法

・主な耐用年数 施設利用権　　　５０年

２　引当金の計上方法

（１）　退職給付引当金

　職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における職員に対する退職手当の要支給額

と兵庫県市町村職員退職手当組合に対する積立金不足相当額（協定書に基づく病院事業に対

する総支払額を控除した額）の合計額を計上している。

（２）　賞与引当金

　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込み額に基づ

き、当年度の負担に属する額（賞与引当金の計上に伴い必要となる法定福利費見込額を含む。）

を計上している。

（３）　貸倒引当金

３　消費税及び地方消費税の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

 なお、控除対象外消費税等は全額当年度の費用に計上している。

Ⅱ　予定貸借対照表等関連
１　企業債の償還に係る他会計の負担

　貸借対照表に計上されている企業債（当年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のもの

を含む）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は2,913,967千円である。

Ⅲ　減損損失
１　グルーピングの方法

　下水道事業に使用している固定資産は、その全てが一体となってキャッシュ・フローを生成して
いることから、全体を１つの資産グループとしている。

２　減損の兆候
　当年度において、減損の兆候は認識していない。

Ⅳ　リース契約により使用する固定資産

１　オペレーティング・リース取引に係る未経過リース料相当額

　１年内　　　  982,916円

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、貸倒実績率による回収不能見込額を計上している。

- 13 -



（千円）
資　産　の　部

１
（1）

ァ 土 地 23,769,128
ィ 建 物 64,487

減 価 償 却 累 計 額 △ 54,463 10,024
ゥ 構 築 物 83,417,119

減 価 償 却 累 計 額 △ 42,328,261 41,088,858
ェ 機 械 及 び 装 置 696,263

減 価 償 却 累 計 額 △ 541,920 154,343
ォ 工 具 器 具 及 び 備 品 7,476

減 価 償 却 累 計 額 △ 4,087 3,389
ヵ 建 設 仮 勘 定 374,099

65,399,841
（2）

ァ 施 設 利 用 権 4,860,575
ィ 電 話 加 入 権 2,664
ゥ そ の 他 無 形 固 定 資 産 49,464

4,912,703
（3）

ァ 出 資 金 9,133
ィ 貸 付 金 510

9,643
70,322,187

２
（1） 302,229
（2） 402,683
　 △ 3,000 399,683
（3） 30,000

731,912
71,054,099

負　債　の　部
３

（1） 12,302,180
（2） 1,570,000
（3） 25,207
（4） 186,468

14,083,855
４

（1） 1,414,734
（2） 407,218
（3） 6,693
（4） 3,295
（5） 17,270

1,849,210
５

（1） 30,202,669
△ 15,796,834

14,405,835
30,338,900

資　本　の　部
６

（1） 24,976,030
24,976,030

７
（1）

ァ 受 贈 財 産 評 価 額 13,076,499
ィ 国 庫 補 助 金 87,379
ゥ そ の 他 資 本 剰 余 金 59,478

13,223,356
（2）

ァ 当年度未処分利益剰余金 2,515,813
2,515,813

15,739,169
40,715,199
71,054,099

（令和８年３月３１日）

剰 余 金 合 計

負 債 資 本 合 計
資 本 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

固 定 資 産 合 計

負 債 合 計

資 産 合 計

資 本 金 合 計

未 払 金

流 動 負 債

固 定 負 債
企 業 債

退 職 給 付 引 当 金
長 期 未 払 金
他 会 計 借 入 金

企 業 債

固 定 負 債 合 計

固 定 資 産

現 金 預 金

令和７年度 宝塚市下水道事業予定貸借対照表

無 形 固 定 資 産

投 資

前 払 金
貸 倒 引 当 金

有 形 固 定 資 産

未 収 金

流 動 資 産

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産 合 計

投 資 合 計

流 動 資 産 合 計

利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金

資 本 金

長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額

資 本 金

剰 余 金

繰 延 収 益 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

未 払 費 用

繰 延 収 益

賞 与 引 当 金
預 り 金

流 動 負 債 合 計
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注記事項

Ⅰ　重要な会計方針

１　固定資産の減価償却の方法

（１）　有形固定資産

・減価償却の方法　　 定額法

・主な耐用年数 構築物　　　　　２０年～５０年

機械及び装置　　５年～２３年

（２）　無形固定資産

・減価償却の方法　　 定額法

・主な耐用年数 施設利用権　　　５０年

２　引当金の計上方法

（１）　退職給付引当金

　職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における職員に対する退職手当の要支給額

と兵庫県市町村職員退職手当組合に対する積立金不足相当額（協定書に基づく病院事業に対

する総支払額を控除した額）の合計額を計上している。

（２）　賞与引当金

　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込み額に基づ

き、当年度の負担に属する額（賞与引当金の計上に伴い必要となる法定福利費見込額を含む。）

を計上している。

（３）　貸倒引当金

３　消費税及び地方消費税の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

 なお、控除対象外消費税等は全額当年度の費用に計上している。

Ⅱ　予定貸借対照表等関連
１　企業債の償還に係る他会計の負担

　貸借対照表に計上されている企業債（当年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のもの

を含む）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は3,205,456千円である。

Ⅲ　減損損失
１　グルーピングの方法

　下水道事業に使用している固定資産は、その全てが一体となってキャッシュ・フローを生成して
いることから、全体を１つの資産グループとしている。

２　減損の兆候
　当年度において、減損の兆候は認識していない。

Ⅳ　リース契約により使用する固定資産

１　オペレーティング・リース取引に係る未経過リース料相当額

　１年内　　　1,027,092円

　１年超　　　　982,916円
　　計　　　　2,010,008円

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、貸倒実績率による回収不能見込額を計上している。
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令和７年度　宝塚市下水道事業予定損益計算書

（千円）

1　営業収益

（１） 下 水 道 使 用 料 2,159,107

（２） 雨 水 処 理 負 担 金 693,654

（３） 他 会 計 負 担 金 7,111

（４） そ の 他 営 業 収 益 667 2,860,539

２　営業費用

（１） 管 渠 費 467,459

（２） ポ ン プ 場 費 24,314

（３） 水 質 管 理 費 13,310

（４） 水 洗 化 促 進 費 42,066

（５） 流域下水道維持管理費負担金 1,139,636

（６） 総 係 費 230,935

（７） 減 価 償 却 費 2,124,077 4,041,797

1,181,258

３　営業外収益

（１） 国 庫 補 助 金 28,250

（２） 他 会 計 負 担 金 52,067

（３） 他 会 計 補 助 金 392,893

（４） 長 期 前 受 金 戻 入 696,224

（５） そ の 他 営 業 外 収 益 5,176 1,174,610

４　営業外費用

（１） 支払利息及び企業債取扱諸費 205,823

（２） そ の 他 営 業 外 費 用 45,000 250,823 923,787

257,471

５　特別利益

（１） 過 年 度 損 益 修 正 益 300 300

６　特別損失

（１） 過 年 度 損 益 修 正 損 1,364 1,364 △1,064

258,535

2,774,348

0

2,515,813当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

そ の 他 未 処 分 利 益 剰 余 金 変 動 額

（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）

営 業 損 失

経 常 損 失

当 年 度 純 損 失

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金
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収　　入

項 目 節 予定額(千円)

1 営業収益 3,071,012

 1 下水道使用料 2,370,025

下 水 道 使 用 料 2,370,025 下水道使用料収益

2 700,372

雨 水 処 理 負 担 金 700,372 雨水処理に係る一般会計負担金

3 615

手 数 料 438 排水設備指定業者登録手数料等

延 滞 金 1 延滞金

雑 収 益 176 上記以外の営業収益

2 営業外収益 1,169,628

1 国庫補助金 30,450

国 庫 補 助 金 30,450 計画策定業務等に係る補助金、雨水貯留槽設置補助金

2 他会計負担金 60,329

水 質 規 制 費 負 担 金 20,837 水質管理に係る一般会計負担金

そ の 他 負 担 金 39,492 下水道事業債（臨時措置分）の償還等に係る一般会計負担金

3 他会計補助金 393,751

他 会 計 補 助 金 393,751 汚水処理に係る一般会計補助金

4 長期前受金戻入 679,552

起 債 長 期 前 受 金 戻 入 98,178 元金償還に対する一般会計負担金

受贈財産評価額長期前受金戻入 166,387 償却資産に係る受贈額

受益者負担金長期前受金戻入 35,153 償却資産に係る受益者負担金

工 事 負 担 金 長 期 前 受 金 戻 入 8,211 償却資産に係る工事負担金

国 庫 補 助 金 長 期 前 受 金 戻 入 353,252 償却資産に係る国庫補助金

他会計負担金長期前受金戻入 18,371 償却資産に係る一般会計負担金

5 その他営業外収益 5,546

占 用 料 3,460 水路等の占用に係る収益

雑 収 益 2,086 上記以外の営業外収益

3 特別利益 331

  1 1

固 定 資 産 売 却 益 1 固定資産の売却益

2 330

過 年 度 損 益 修 正 益 330 前年度以前の損益の修正益

4,240,971

過年度損益修正益

合　　　　　　計

備　　　　　　考

収　益　的　収  入  及  び  支  出

雨水処理負担金

その他営業収益

固定資産売却益

- 17 -



支　　出

項 目 節 予定額(千円)

1 営業費用 4,296,872

  1 管渠費 544,508

給 料 17,090 職員４人分

扶養手当            1,080 千円

地域手当           2,390 千円

住居手当           330 千円

通勤手当           390 千円

特殊勤務手当 30 千円

時間外勤務手当        2,600 千円

期末勤勉手当      5,360 千円

法 定 福 利 費 6,730 共済組合負担金等

退 職 給 付 費 2,150 退職手当組合負担金

賞 与 引 当 金 繰 入 額 3,230 12月～3月相当分の賞与の引当額

旅 費 24 職員出張旅費

備 消 耗 品 費 329 事務用、施設維持用備消耗品

材 料 費 100 汚水人孔蓋等購入

光 熱 水 費 14,796 電気料金、水道料金

動 力 費 42 動力用燃料等

燃 料 費 368 車両用燃料

修 繕 費 251,078 車両及び公共下水道施設の修繕

通 信 運 搬 費 3,054 郵便料金、電話料金等

手 数 料 558 各種手数料

委 託 料 215,775 公共下水道施設管理業務委託料等

賃 借 料 6,587 車両借上料等

補 償 費 500 公共下水道維持管理工事費の補償費

負 担 金 7,996 満願寺共用施設管理業務負担金等

保 険 料 921 賠償保険、車両任意保険料

補 助 金 1,000 雨水貯留槽設置補助金

2 ポンプ場費 22,318

給 料 3,350 職員１人分

扶養手当             160 千円

地域手当 480 千円

住居手当           330 千円

通勤手当 140 千円

特殊勤務手当 10 千円

時間外勤務手当 300 千円

期末勤勉手当   1,110 千円

法 定 福 利 費 1,650 共済組合負担金等

退 職 給 付 費 520 退職手当組合負担金

賞 与 引 当 金 繰 入 額 680 12月～3月相当分の賞与の引当額

修 繕 費 8,734 ポンプ場の維持修繕

委 託 料 4,854 ポンプ場管理業務委託料等

手 当 12,180

手 当 2,530
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項 目 節 予定額(千円)

3 水質管理費 20,837

給 料 4,470 職員１人分

扶養手当 160 千円

地域手当 640 千円

通勤手当 110 千円

特殊勤務手当 10 千円

時間外勤務手当 990 千円

期末勤勉手当 1,470 千円

法 定 福 利 費 1,750 共済組合負担金等

退 職 給 付 費 700 退職手当組合負担金

賞 与 引 当 金 繰 入 額 890 12月～3月相当分の賞与の引当額

委 託 料 9,647 公共下水道水質調査委託料等

4 水洗化促進費 42,174

給 料 16,490 職員４人分

扶養手当 1,020 千円

地域手当 2,300 千円

住居手当 330 千円

通勤手当 770 千円

特殊勤務手当 10 千円

時間外勤務手当 150 千円

期末勤勉手当 5,150 千円

法 定 福 利 費 5,910 共済組合負担金等

退 職 給 付 費 2,060 退職手当組合負担金

賞 与 引 当 金 繰 入 額 3,110 12月～3月相当分の賞与の引当額

旅 費 22 職員出張旅費

備 消 耗 品 費 113 事務用備消耗品

燃 料 費 144 車両用燃料

修 繕 費 110 車両修繕費

手 数 料 6 各種手数料

保 険 料 16 車両任意保険料

補 助 金 4,463 水洗便所改造資金補助金等

5 1,284,161

流 域 下 水 道 維 持 1,284,161 武庫川流域下水道維持管理費負担金 1,059,336 千円

管 理 費 負 担 金 猪名川流域下水道維持管理費負担金 224,825 千円

3,380

手 当

手 当

流域下水道維持管理費負担金

9,730
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項 目 節 予定額(千円)

6 総係費 267,351

給 料 25,040 職員７人分

扶養手当 590 千円

地域手当 2,930 千円

通勤手当 280 千円

特殊勤務手当 10 千円

時間外勤務手当 770 千円

期末勤勉手当 8,155 千円

児童手当 2,450 千円

報 酬 938 審議会委員報酬

法 定 福 利 費 9,040 共済組合負担金等

退 職 給 付 費 3,380 退職手当組合負担金

賞 与 引 当 金 繰 入 額 4,300 12月～3月相当分の賞与の引当額

退 職 給 付 引 当 金 繰 入 額 5,000 簡便法による引当金繰入額

福 利 厚 生 費 590 職員互助会負担金等

旅 費 80 職員出張旅費

報 償 費 290 受益者負担金前納報奨金等

研 修 費 190 研修に要する費用

備 消 耗 品 費 184 事務用備消耗品

被 服 費 641 企業服及び防寒服

印 刷 製 本 費 68 予算書等の印刷

通 信 運 搬 費 172 郵便料金、電話料金等

手 数 料 976 出納事務取扱手数料等

委 託 料 7,500 事業計画変更委託料

賃 借 料 21,585 事務所使用料等

負 担 金 170,141 下水道使用料併徴事務負担金等

保 険 料 1 賠償保険料

交 際 費 50 管理者交際費

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 2,000 貸倒れに係る引当額

7 減価償却費 2,115,523

有 形 固 定 資 産 1,862,019 建物、構築物等の減価償却費

減 価 償 却 費

無 形 固 定 資 産 253,504 施設利用権等の減価償却費

減 価 償 却 費

手 当 15,185
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項 目 節 予定額(千円)

2 営業外費用 371,068

  1 231,068

公共下水道企業債利息 159,635 千円

企 業 債 利 息 226,154 流域下水道企業債利息 27,788 千円

資本費平準化債利息 38,731 千円

長 期 借 入 金 利 息 414 水道事業からの長期借入金利息

一 時 借 入 金 利 息 4,500 一時借入金利息

2 110,000

消 費 税 及 び 110,000 納税予定額

地 方 消 費 税

3 30,000

雑 支 出 30,000 上記以外の営業外費用

3 特別損失 1,501

 1 1

固 定 資 産 売 却 損 1 固定資産の売却損

2 1,500

過 年 度 損 益 修 正 損 1,500 前年度以前の損益の修正損

4 予備費 10,000

1 予備費 10,000

予 備 費 10,000

4,679,441

固定資産売却損

支払利息及び企業債取扱諸費

消費税及び地方消費税

その他営業外費用

合　　　　　計

過年度損益修正損
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収　　入

項 目 節 予定額(千円)

1 企業債 1,021,110

1 企業債 1,021,110

公 共 下 水 道 企 業 債 623,110 公共下水道建設事業に係る企業債

流 域 下 水 道 企 業 債 198,000 流域下水道建設事業に係る企業債

資 本 費 平 準 化 債 200,000 資本費平準化債

2 国庫補助金 198,450

1 国庫補助金 198,450

下 水 道 整 備 198,450 公共下水道建設事業に係る国庫補助金

国 庫 補 助 金

3 他会計負担金 65,827

  1 他会計負担金 65,827

他 会 計 負 担 金 65,827

4 工事負担金 2,801

 1 工事負担金 2,801

受 益 者 負 担 金 2,800 受益者負担金収入

そ の 他 負 担 金 1 寄付金等

5 水洗便所改造資金貸付金回収金 570

　 1 570

　 水 洗 便 所 改 造 資 570 水洗便所改造資金貸付金の回収金

金 貸 付 金 回 収 金

1,288,758合　　　　　計

  資　　本　　的　　収　　入　　及　　び　　支　　出

備　　　　　　考

水洗便所改造資金貸付金回収金

公共下水道建設事業（雨水）等に係る一般会計負担金
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支　　出

項 目 節 予定額(千円)

1 建設改良費 1,163,826

  1 920,839

給 料 35,630 職員９人分

扶養手当 1,220 千円

地域手当 4,610 千円

住居手当 650 千円

通勤手当 320 千円

特殊勤務手当 20 千円

時間外勤務手当 1,640 千円

管理職手当 750 千円

期末勤勉手当 16,360 千円

管理職特勤手当 40 千円

法 定 福 利 費 12,530 共済組合負担金等

退 職 給 付 費 5,170 退職手当組合負担金

旅 費 93 職員出張旅費

備 消 耗 品 費 275 事務用備消耗品

燃 料 費 331 車両用燃料

修 繕 費 11 車両及び測量機器等の修繕

手 数 料 120 各種手数料

委 託 料 271,800 公共下水道設計業務委託料等

賃 借 料 948 コピー機賃借料等

工 事 請 負 費 554,200 公共下水道施設工事

補 償 費 3,400 公共下水道施設工事に係る補償費

負 担 金 10,690 満願寺共用施設に係る工事負担金

保 険 料 31 業務用車両任意保険料

2 221,060

流 域 下 水 道 建 設 221,060 武庫川流域下水道建設事業費負担金 170,046 千円

事 業 費 負 担 金 猪名川流域下水道建設事業費負担金 33,610 千円

17,404 千円兵庫東流域下水汚泥広域処理場負担金

備　　　　　　考

25,610手 当

流域下水道整備費

公共下水道整備費
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項 目 節 予定額(千円)

3 10,250

給 料 4,760 職員１人分

扶養手当 80 千円

地域手当 650 千円

通勤手当 30 千円

特殊勤務手当 10 千円

時間外勤務手当 60 千円

期末勤勉手当 2,290 千円

法 定 福 利 費 1,630 共済組合負担金等

退 職 給 付 費 740 退職手当組合負担金

4 11,677

機 械 及 び 装 置 11,677 遠方監視システム用機械

購 入 費

2 企業債償還金 1,510,896

　 1 1,510,896

公共下水道企業債償還金 千円

1,510,896 流域下水道企業債償還金 135,885 千円

資本費平準化債償還金 573,676 千円

3 貸付金 1,080

1 1,080

水 洗 便 所 改 造 1,080 水洗便所改造資金貸付金

資 金 貸 付 金

4 予備費 10,000

1 10,000

予 備 費 10,000

2,685,802

企業債償還金

建 設 企 業 債 償 還 金

合　　　　　計

備　　　　　　考

手 当 3,120

801,335

固定資産購入費

受益者負担金事務経費

貸付金

予備費
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